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概要 

Various disasters have occurred in Japan. As a result, various disaster countermeasures systems have been 
developed. With the spread use of mobile terminals, it is now possible to receive emergency alerts via mobile 
terminals. We focused on J-ALERT among various disaster countermeasure systems. J-ALERT is a system that 
provides people with emergency alerts instantly. In Previous research, we developed an application that displays J-
ALERT information on a mobile terminal. These can be used by connecting to the emergency alerts reception 
system. However, if a disaster occurs, the network may not be available. Also, the developed application is 
difficult to understand information. 
In this paper, we developed an emergency alert information integration system. The developed system consists of 

a server and an application. The server acquires the information of the emergency alerts and saves it in the 
database in the server. Create a map image based on the acquired emergency alert data and saved in to the server. 
The application saves the information about the emergency alerts to the database in the application. Similarly, 
save the map image in the application. We considered the problems by using an application that was developed. 
 
 
1.  ははじじめめにに 

1.1 背景 
 
日本は海外と比べ，地震，台風などによる風水

害などの自然災害が多く発生する国であり，自然

災害によって大きな被害が発生している[1]．甚大
な被害が発生した地震として，2011年 3月 11日
の東日本大震災，2016年 4月 16日の熊本地震，
また，2016年 10月 21日の鳥取県中部地震，11月
22日の福島県沖地震．さらに，2018年には 6月 8
日に大阪北部地震，9月 6 日には北海道胆振東部
地震，2019年 6月 18日の山形県沖地震が挙げら
れる．また，甚大な被害が発生した風水害として，

2011 年の台風 12 号，2013 年の台風 26 号，2015

年の関東・東北豪雨，2017年の九州北部豪雨，2018
年にも台風 7号，20号，21号，2019年の台風 15
号，19号，令和元年 8月の前線に伴う大雨，そし
て 2020年には令和2年 7月豪雨といったように，
ほぼ毎年のように大きな被害を出す風水害が発

生している．さらに地震，台風の他にも 2018年に
草津白根山噴火など，日本では様々な災害が多発

し，甚大な被害が発生している．このような背景

から日本では災害に対する意識が非常に高く，

様々な災害対策システムが開発・運用されている． 
現在では，携帯電話やスマートフォンといった，

モバイル端末が普及したことにより，1 人が 1 台
のモバイル端末を所有する社会になり，いかなる

場所であっても，情報の送受信が可能である[2]．
例えば気象庁緊急地震速報[3]などは，携帯電話や
スマートフォンのエリアメールなどを利用した

災害対策システムとして実用化されており，緊急

速報を取得するができるようになっている． 
我々は緊急速報の中でも，全国瞬時警報システ
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ム(J-ALERT)について着目した[4]．J-ALERT は，
人工衛星やコンピュータネットワーク，地方公共

団体の防災無線などを利用して，緊急情報を国か

ら住民に伝えるシステムである．J-ALERTは，地
震情報，気象情報，津波情報，火山情報，有事関

連情報など種々の情報を取り扱っている[5]． 
J-ALERT は弾道ミサイル情報，緊急地震速報，

津波警報など，対処に時間的余裕のない事態に関

する情報だけでなく，濃霧注意報や乾燥注意報な

どの気象情報のような情報も配信している．その

ため，実際の運用時には，すべての情報を住民に

知らせることはせず，その地域に重要な情報を各

自治体などが選択して，周知している．例えば地

震情報には，全国の震度 1からの情報も配信され
ている．現実的には，遠方の地域で起こった震度

の小さい地震情報などは，住民に周知する必要性

は低い．また，内陸部の地域に対しての波浪警報

など，必ずしも周知しなくても良いと判断するこ

とができる情報もある． 
現在自治体などで運用されている J-ALERT の

システムでは，数ヶ月程度の期間は過去の情報も

蓄積しておくことができるものもあるが，長期間

にわたる過去の情報保存は非常に膨大な情報量

となってしまうために一定期間を過ぎた過去の

情報は保存されていない．特に J-ALERTで配信さ
れる地震情報や気象情報は，頻繁に情報が配信さ

れる．そのためすべての情報を長期間蓄積するに

は，ある程度の容量が大きいストレージを実装し，

情報の検索機能などの機能も必要である．実際の

運用で住民に周知する情報は，最新の情報のみで

あることが多い．そのためシステムのコストを下

げるためにも過去の情報の蓄積はあまり重視さ

れておらず，一定期間が過ぎた過去の情報は削除

される運用が多く取られている． 
我々は J-ALERT を住民への緊急情報周知シス

テムとしてだけではなく，さらに多くの防災対策

や，災害発生時での現場での利活用ができるシス

テムへの発展を目指して研究を実施している．こ

れまでに，市区町村などの各自治体が防災対策な

どを検討する際の災害データベースとしての機

能や，災害発生時の対応の際の情報ツールとして

の機能の研究・開発を行ってきた[6][7][8]．これま
でに開発したアプリケーションは，気象庁からの

J-ALERT の情報を人工衛星から受信する緊急速
報受信システムに接続する． 接続したときに，緊
急速報受信システムに記録されている J-ALERT
の情報を取得し,画面に表示することができる．大

規模な災害が発生した場合は，通信設備が破損，

停電による通信途絶など，ネットワークが利用で

きない状態が続くと予想される．そのような状況

では，これまでに開発したアプリケーションでは，

緊急速報受信システムに接続することができな

いため,J-ALERTの情報を取得・表示することがで
きない．安定したネットワーク接続が確保できな

い災害現場などでは,情報を取得および表示がで
きなくなる．また，これまでに開発したアプリケ

ーションは J-ALERT の情報をそのまま文字情報
で表示している．そのため，どの程度の範囲にど

のような影響があるのか，瞬時に判断することが

難しい．  
本論文では，アプリケーション内に実装したデ

ータベースに J-ALERT の情報を格納することで,
オフライン環境下でもすでに取得した緊急速報

の情報を表示する機能を実装した．また,新たに緊
急速報の情報を視覚的にもわかる機能も追加し

た． 
 

1.2 関連研究 

 
緊急速報の情報を取得する災害対策システム

として，NTTドコモの携帯電話やスマートフォン
を利用したエリアメールがある[9]．エリアメール
では，大きな被害が予想される災害が発生した場

合に，被災の影響のおそれがあるエリアにいる住

民へ対して，地震や津波などに対しての警報が送

信されるシステムである．同様のサービスは携帯

電話やスマートフォンを対象に各社が提供して

おり，3GPPの Cell Broadcast Service[10]を元にし
ている．エリアメールなどは，広く一般の人を対

象としたサービスのため，周知される情報は限定

的な内容となっている．具体的な震度や揺れの到

達時刻などは送信されない． 
災害対策システムの関連研究事例として，吉野

氏らの地域住民による防災マップ作成の研究が

行われている[11]．吉野氏らは災害発生前から利
用可能なオフライン対応の地域の防災マップを

使用し，地域の防災マップを作成する実験を行い，

利用可能性や問題点などを考察した．この研究で

は，情報通信技術を用いた，防災マップ作成を地

域住民並びに学生が街歩きを行っていることが

特徴である．扱う情報は，破損個所の場所や画像，

詳細情報や登録日時などを，地域の住民目線から

災害発生前に収集している． 
災害対策システムの研究は，日本以外の多くの
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国でも行われている．ALLEN氏らはMy Shakeと
呼ばれるアプリやシステムの運用・開発を行って

いる[12]．ALLEN氏らはスマートフォンをセンサ
ーとして，地震データを収集し，地震の早期警報

や地震情報を地震発生の前，地震発生中，地震発

生後に一般ユーザに配信している．この研究では，

My Shake アプリをダウンロードしている端末が
地震の検知ネットワークの一部となり，ニューラ

ルネットワークを用いて，地震の推定が行われ，

警報などが配信されたり，ユーザ独自で揺れの強

さや危険個所の登録を行うことが特徴である． 
また，Simona氏らによる，EWAppと呼ばれる，

Android 端末向けのアプリケーションの研究・開
発がある[13]．この研究では，南イタリアで稼働し
ている PRESTo EEW によって発行された地震情

報を受信し，受信したデータを元にアプリケーシ

ョンで，震度検知や緊急速報の表示を行っている

ことが特徴である． 
 
1.3 アプリケーションの機能検討 

 
我々は，大規模な災害が発生した時などに，停

電時やネットワークが利用できない場所でも利

用できるシステムとしての運用や，災害現場にお

いて情報ツールとしての活用可能なアプリケー

ションの開発を目的とした．これまでの研究では，

電池を内蔵し停電時にもある程度の運用が可能

で，さらに携帯性が高く災害現場などでも利用が

容易なスマートフォンやタブレット端末のアプ

リケーションとして実装を行った． 
これまでに開発したアプリケーションとして，

Android向けに J-ALERTの情報を表示するアプリ
ケーションを開発したが[6][7]，このアプリケーシ
ョンはオンラインで緊急速報受信システムに接

続し，J-ALERTの情報を取得・表示を行っている．
また，オフライン環境下でも使用できるアプリケ

ーションを開発したが[8]，このアプリケーション
は J-ALERT の情報を文字としてのみの表示をし
ている． 
本論文では，開発したアプリケーション内にデ

ータベースを実装し，取得した J-ALERTの情報を
格納することでオフライン環境下でも J-ALERT
の情報を表示することが可能とした．また，文字

のみの情報である J-ALERTの情報に対して，スク
レイピングを行い，地震 ID や震度や影響がある
地域の緯度経度情報などを取得し，CSVファイル
として保存した．これにより，地図画像の作成が

可能になり，J-ALERTの情報を視覚的に表示する
ことが可能となった． 
本研究で開発したアプリケーションは小さな

被害の情報や対象範囲外の情報など，様々な情報

を取り扱っている J-ALERTの情報を元に，各自治
体の方々向けのアプリケーションとなっている．

J-ALERT の情報は気象庁や内閣官房から配信さ
れる情報であるため，情報の信憑性が高い．その

ため，一般ユーザからの情報を元に，一般ユーザ

向けに情報を配信するアプリケーション[11]やユ
ーザのスマートフォンの加速度計を用いた,アプ
リケーションによる地震検知ネットワークを利

用したアプリケーション[12]と比較すると，情報
の信憑性や警報，予報などの緊急速報の詳細な情

報を知る事ができる．また，J-ALERTの地震や津
波，気象情報といった様々な情報を，文字として

だけでなく，影響のある範囲を視覚的にも理解で

きるよう表示することが可能であるため，地震情

報だけのアプリケーション[13]と異なり，他の情
報も扱うことが表示できるため，災害発生時でも

利便性が向上している． 
 
2. シシスステテムム概概要要 

 
J-ALERTのシステムでは緊急速報の情報を，消

防庁から人工衛星などを通し，衛星受信用アンテ

ナで受信する．受信した情報を緊急速報受信シス

テムが中間ファイルとして出力する．出力された

中間ファイルは，「情報サーバ」へと送信される． 
本研究では，「緊急速報情報統合システム」を開

発した．「緊急速報情報統合システム」は「情報蓄

積サーバ」と「緊急速報情報統合アプリケーショ

ン」から構成されている． 
開発したシステムは，受信した緊急速報の情報

を，「情報サーバ」から定期的に取得し，「情報蓄

積サーバ」内に蓄積する．取得したデータを元に

地図画像を作成し，「情報蓄積サーバ」内に蓄積す

る．また，「情報蓄積サーバ」と「緊急速報情報統

合アプリケーション」にはそれぞれ，データベー

スが実装されており，緊急速報の情報を蓄積する

ことが可能である． 
緊急速報の情報受信及び緊急速報情報統合シ

ステムの概要を図 1に示す． 
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2.1 情報蓄積サーバ 

 
本研究で開発した，「緊急速報情報統合システ

ム」の「情報蓄積サーバ」と「情報サーバ」は LAN
で接続されている．また，LAN経由でタブレット
端末から「情報蓄積サーバ」へアクセスすること

ができる．「情報蓄積サーバ」は，中間サーバとし

ての役割を担っている． 
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表示できることを確認した． 
これらの結果から停電時やネットワークが使

用不可能な状況でも，過去の緊急速報の情報を確

認することが可能となった．また，視覚的にも分

かり易く表示することが可能となった． 
 

3.2 考察 
 
既存のアプリケーションでは，災害時などのネ

ットワークが使用不可能な状況では，緊急速報の

情報を確認できず，文字としてのみの表示であり，

災害現場での利活用が難しかった．本研究では，

災害時のネットワークが使えない状況でも，過去

の緊急速報の情報を閲覧でき，緊急速報の情報を

地図上に表示することにより，既存のアプリケー

ションより利便性が高まった． 
本研究で開発したアプリケーションを実際に

使用したところ，いくつかの改善点がみられる． 
現在のアプリケーションでは，表示される情報

量が多い．閲覧したい情報を探すのに手間がかか

る．アプリケーション内にデータベースを利用し

た検索や並べ替えといった機能の追加を検討す

る必要がある． 
本研究では，ある特定の場所を地図の中心とし

て設定し，影響のある地域にピンを設置している．

今後はアプリケーション利用者の位置情報を用

いて地図画像作成を行うことを検討している． 
 

4.  ままととめめ 
 
これまでの研究で開発したアプリケーション

はオンライン環境でのみ使用できるアプリケー

ションであり，災害発生時のネットワークが利用

できないなどの問題が発生した場合，アプリケー

ションの利活用が困難であった．また，緊急速報

の情報を文字としてのみの表示であり，どの程度

の範囲にどのような影響があるのか瞬時に把握

するのが難しかった． 
本研究では，「緊急速報情報統合システム」とし

て，「情報蓄積サーバ」とオフライン環境下でも使

用できる「緊急速報情報統合アプリケーション」

を開発した．これにより，災害現場でのアプリケ

ーションの利便性が向上した． 
今後は，「緊急速報情報統合アプリケーション」

にデータベースを利用した検索や並べ替えとい

った機能の追加．アプリケーション利用者の位置

情報を元に地図画像を作成することを検討し，ユ

ーザインターフェースの改良や利便性の向上を

目標に研究を進めていく予定である． 
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